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プの総力を挙げて取り組んでまいりました結果、当
第２四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなり
ました。
　なお、本中間報告書に記載の金額および株式数
は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

　

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、
国内の各種政策効果を背景に、企業収益や雇用・所
得環境は改善し、設備投資は引き続き増加の傾向が
見られるなど、国内景気は緩やかな回復基調が継続
しました。
　建設業界および当社関連の空調業界におきまして
は、都市部再開発案件の進展や生産施設等への投資
が活性化するなど、建設需要は堅調に推移しました。

　当社は、３か年中期経営計画の２年目を迎え、「成
長に向けた変革の断行」を実現するため、グルー

Q 当第2四半期までの市場環境について
お聞かせください。

ごあいさつ

　株主の皆様には、格別のご高配を賜り、心から厚く御礼申しあげ

ます。

　ここに、当社第１３9期第２四半期累計期間（２０１8年４月１日から

２０１8年９月３０日まで）の概況等につきまして、ご報告申しあげます。

　当第2四半期連結累計期間は、国内景気は緩やかな回復基調が

継続し、期初計画値通りの水準を達成することができました。これも、

ひとえに株主の皆様のご理解とご支援の賜物と感謝申しあげます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも当社の発展にご期待いた

だき、なお一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

114,156
129,724 137,655

260,204
289,933 ■ 第2四半期

■ 通期

2016年度 2017年度 2018年度

■ 売上高（単位：百万円） ■ 売上高構成比

一般設備
81,817百万円

59.4%

産業設備
52,534百万円
38.2%

設備機器の製造・販売事業
3,201百万円
2.3%

その他
102百万円

0.1%

2018年度
第2四半期

2016年度 2017年度 2018年度

152,315 156,742

273,464
288,646 ■ 第2四半期

■ 通期

144,103

■ 受注高（単位：百万円）

代表取締役会長 社長執行役員

❶ 受注高・売上高ともに、
 連結決算開示以降の最高額を計上
❷ 売上総利益・四半期純利益は、
 創業以来の最高額に迫る水準
❸ 売上総利益率は、

 バブル期並みの高水準を維持

業績のポイント

Q 当第2四半期の業績について
お聞かせください。

人の和と創意で社会に貢献

1. 最高の品質創りを重点に社業の発展を図り社会に奉仕する
2. 全員の創意を発揮し顧客のニーズに対応した特色ある技術を開発する
3. 人材育成と人間尊重を基本として人の和と品性を高揚する

社 是

経 営
理 念

良好な事業環境は継続　収益性も高水準を維持
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げる一方、労務費等の工事原価が増加したことなど
により、営業利益は前年同四半期を14.3％下回る
58億円、経常利益は前年同四半期を12.3%下回る
64億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前
年同四半期を11.0%下回る40億円となりました。
繰越高
　当第2四半期連結会計期間末の繰越高は、前年同
四半期連結会計期間末を1.4%上回る2,493億円と
なりました。

　通期業績につきましては、本年５月11日付決算短
信において発表した予想数値を継続しております。
売上高の増加により、売上総利益の増加を見込む一

方、成長に向けた積極投資を実施することから、営
業利益以降の各利益は、前年度と同水準を見込んで
おります。また、受注高については繰越工事高等の
消化体制等を勘案し、選別受注を実施して良質の工
事確保に努めてまいります。
　下期においても、労務の事前計画・平準化の徹底
により、売上総利益の積上げを図り、ご期待に沿え
る様、取り組んでまいります。

■ 繰越高（単位：百万円）■ 経常利益（単位：百万円） ■ 総資産・純資産（単位：百万円）

（ご参考）
■ 経営指標の推移（単位：%）■ 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益（単位：百万円）

231,505 230,218
256,404 245,884 249,306

■ 第2四半期末
■ 期末

2016年度 2017年度 2018年度 2016年度末 2017年度末 2018年度
第２四半期末

■ 純資産
■ 総資産

234,716

111,574

265,326

124,484

251,834

125,838

2015年度 2016年度 2017年度

8.2

6.4
5.8

4.7

10.3

7.0

● 自己資本当期純利益率（ROE）
● 総資産経常利益率（ROA）

■ 第2四半期
■ 通期

6,4367,340

17,461

13,427

3,864

2016年度 2017年度 2018年度

■ 第2四半期
■ 通期

4,0234,518

8,665

11,804

2,384

2016年度 2017年度 2018年度

■ 営業利益（単位：百万円）

■ 第2四半期
■ 通期

6,882 5,899

16,362

3,462

12,383

2016年度 2017年度 2018年度

売上高
　当第2四半期連結累計期間の売上高は、前年同四
半期を6.1%上回る1,376億円となりました。
　一般設備は前年同四半期を1.5%上回る818億円、
産業設備は前年同四半期を14.1%上回る525億円と
なった結果、設備工事事業は前年同四半期を6.1%
上回る1,343億円となりました。設備機器の製造・
販売事業等は、前年同四半期を6.4%上回る33億円
となりました。
　その構成比は、一般設備が59.4%、産業設備が
38.2%、設備機器の製造・販売事業等が2.4%であり、
海外工事が全体に占める割合は14.4%であります。
利　益
　当第2四半期連結累計期間の利益は、良好な事業
環境を背景とした収益拡大への取り組みが成果をあ

受注高
　当第2四半期連結累計期間の受注高は、前年同四
半期連結累計期間（以下「前年同四半期」といいま
す。）を8.8%上回る1,567億円となりました。
　一般設備は前年同四半期を5.6%下回る871億円、
産業設備は前年同四半期を37.9%上回る662億円と
なった結果、設備工事事業は前年同四半期を9.3%
上回る1,533億円となりました。設備機器の製造・
販売事業等は、前年同四半期を10.5%下回る34億
円となりました。
　その構成比は、一般設備が55.6%、産業設備が
42.2%、設備機器の製造・販売事業等が2.2%で
あり、海外工事が全体に占める割合は12.9%であ
ります。

Q 通期の見通しについて
お聞かせください。

売上高 3,000億円
営業利益 165億円
経常利益 175億円
親会社株主に帰属する当期純利益 118億円
受注高 2,800億円
繰越高 2,102億円

■ 2019年3月期業績予想(通期)

（注）2017年度末以前の数値は「税効果会計に係る会計基準」の一部改正等適用前の数値となっ
ております。3 4
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　9月28日、当社は科学機器、研究
施設総合メーカーのヤマト科学株式
会社（本社所在地：東京都中央区日本
橋室町、代表者：森川智代表取締役
社長)との間で、業務提携を締結し、
調印いたしました。
　業務提携の実施対象は、研究施設
およびバイオ関連施設に加え、産業
系顧客をはじめとした幅広い顧客に対
しての提案、販売、保守サービス、
研究開発に及びます。両社の企業価
値の向上を実現するべく、今後5年
間、下記事項を実施してまいります。

　国際連合が提唱する持続可能な成長を実現するための国連と企業の協力の枠組み「国連グローバ
ル・コンパクト」に署名し、6月29日付で加入いたしました。社会の持続的な発展に貢献するとともに、
高砂グループが目指す未来像「環境エンジニアリングにより脱炭素社会に向けて世界に貢献」をより一
層推進してまいります。

　当社グループは、「地球環境に貢献する環境ソリューションプロフェッショナル」として、脱炭素・サステナブル社会の実現
に寄与する技術・商品の創出と普及展開を行っています。当社の活動がSDGsに寄与できるよう点検しつつ、2030年のゴー
ルを社会とともに目指してまいります。

TOPICS

サステナブル社会実現への貢献

国連グローバル・コンパクトへの参加

ヤマト科学株式会社との業務提携

両社の保有技術と顧客ニーズ情報を活用した、高機能、高信頼性、省CO₂等を目的とした革新的な商品とサービス創
造のための共同開発の実施1

両社の経営資源(保有技術、顧客ニーズ情報、営業基盤)の活用による、幅広い顧客向けソリューション機能(提案・販
売・保守サービス)の強化と「給排気総合管理システム」、「二酸化塩素除染サービス」等の展開2

● 第３回「農水産業支援技術展」沖縄に『SIS-HF』を出展
●「みらい市 2018」に『アルミおっぞんくん』『エルブレイズ工法』を出展

2018年

● 役員報酬新制度「BIP信託」の導入
● 国連グローバル・コンパクトへの参加

● 第20回「ジャパン・インターナショナル・
シーフードショー」に『SIS-HF』を出展 ● 長岡技術科学大学内に専用オフィス

「グリーン・エア・プラザ長岡」を開設
● 第２回「高砂熱学工業アクセラレータ
    “just move on!”」を開始
● ヤマト科学㈱との業務提携

2019年3月期第2四半期の主な出来事

6月 9月5月 8月4月 7月

5 6



2017年度 第2四半期 2018年度 第2四半期

現金及び
現金同等物の

期首残高
54,558

現金及び
現金同等物の
四半期末残高

56,799

現金及び
現金同等物に係る

換算差額
△152

営業活動による
キャッシュ・

フロー
9,421

財務活動による
キャッシュ・フロー

△4,135

投資活動による
キャッシュ・フロー

△2,893
現金及び

現金同等物の
期首残高
46,556

現金及び
現金同等物の
四半期末残高

43,995

現金及び
現金同等物に係る

換算差額
△36

営業活動による
キャッシュ・

フロー
△6,732

財務活動による
キャッシュ・フロー

7,634

投資活動による
キャッシュ・フロー

△3,427

資産、負債および純資産の状況（単位：百万円）

連結キャッシュ・フローの状況（単位：百万円）

総資産は、受取手形・完成工事未収入金等が減少した
ことなどにより、前連結会計年度末に比べて12,227百
万円減少し、251,834百万円となりました。

POINT

1

純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純利益の
計上により利益剰余金が増加したことなどにより、前連
結会計年度末に比べて1,354百万円増加し、125,838
百万円となりました。

POINT

3

投資活動によるキャッシュ・フローは、2,893百万円の支出（前年同四半期
比＋534百万円）となりました。これは主に定期預金の預入による支出によ
るものであります。

POINT

5
負債合計は、支払手形・工事未払金等が減少したことな
どにより、前連結会計年度末に比べて13,581百万円減
少し、125,996百万円となりました。

POINT

2

営業活動によるキャッシュ・フローは、9,421百万円の収入（前年同四半期
は6,732百万円の支出）となりました。これは主に仕入債務の減少などの支
出を、売上債権の減少などの収入が上回ったことによるものであります。

POINT

4

財務活動によるキャッシュ・フローは、4,135百万円の支出（前年同四半期
は7,634百万円の収入）となりました。これは主に配当金の支払および自己
株式の取得による支出によるものであります。

POINT

6

純資産
125,838

固定負債
17,093

流動負債
108,902

負債・純資産合計
251,834

固定資産
68,662

流動資産
183,172

総資産
251,834

2017年度末 2018年度
第2四半期末

2017年度末 2018年度
第2四半期末

純資産
124,484

固定負債
16,702

流動負債
122,875

負債・純資産合計
264,062

固定資産
68,010

流動資産
196,051

総資産
264,062

お知らせ

配当の推移

配当金総額･自己株式取得額の推移

配当（2018年5月11日 配当方針の変更）

収益性と資本効率性を高めつつ、安定した配当
を行うことを基本方針として、連結配当性向
３０％を配当の基準とし、かつ連結純資産配当率

（ＤＯＥ）２％を下限に配当を実施

　当社グループは、株主への利益還元を経営上の最重要課題一つと位置付けております。これまで、「連結純資産配
当率(DOE)2%」をベースに配当を行ってまいりましたが、株主の皆様への積極的な利益還元の姿勢をより明確にす
るため、 2018年5月に配当方針を変更いたしました。

株主還元について

2017年度 2018年度
（予定）

2015年度2014年度 2016年度

（円 、%）

■ 1株当たり年間配当金（左軸）
● 配当性向（左軸）

● 純資産配当率（右軸）

（%）

25

50

30.8

50

36

3.0
3.2

1.9 2.0

2.5

28

0

20

40

60

0

1.0

2.0

3.0

2017年度 2018年度
（予定）

2015年度2014年度 2016年度

（百万円）

■ 配当金総額　■ 自己株式取得額

3,879
2,002

1,877

3,658

3,000
6,658

3,693

2,657

4,084
2,009

2,075
2,657

3,693

0

2,000

4,000

6,000

8,000

（注）「税効果会計に係る会計基準」の一部改正等の適用により、2017年度末の数値を一部遡って変更しております。

2018年11月8日に取得金額30億円（株式数150万株）を上
限とする自己株式の取得を取締役会にて決議いたしました。

自己株式取得

大型の資金需要がない場合等は、自己株式取得
を含めた総還元性向を意識して、株主還元を推進

7 8
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株式の状況大株主（上位10名）
発行可能株式総数 200,000,000株
発行済株式の総数 73,915,348株

（自己株式 8,850,420株を除く）
株主数 5,549名

（前事業年度末比 263名減）

株主名 持株数 持株比率
（千株） （％）

日本生命保険（相） 4,560 6.17
第一生命保険㈱ 4,231 5.72
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 3,833 5.19
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 3,436 4.65
高砂熱学従業員持株会 3,294 4.46
高砂共栄会 2,403 3.25
㈱三菱UFJ銀行 2,346 3.17
㈱みずほ銀行 2,177 2.95
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口5） 1,152 1.56
㈱京王閣 1,016 1.38

（注） 1.  持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
 2.  持株比率は、自己株式（8,850千株）を控除して計算しております。
 3.  持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。

所有者別株式分布

金融機関
38.63%

個人その他
21.41%

国内法人
17.15%

外国人
11.41%

証券会社
0.71%

自己株式
10.69%

会社概要
社 名
高砂熱学工業株式会社
Takasago Thermal Engineering Co., Ltd.

設 立
大正12年（1923年）11月16日

所 在 地
〒160-0022
東京都新宿区新宿六丁目27番30号
資 本 金
13,134百万円

従業員数
5,844名（当社 2,063名）

ホームページ
https://www.tte-net.com

取締役および監査役
代表取締役会長社長執行役員 大内　　　厚
代表取締役専務執行役員 高原　　長一 国内事業統括本部長兼品質・環境・安全担当兼

国内関係会社担当兼開発事業推進部担当
取 締 役 専 務 執 行 役 員 松浦　　卓也 営業統括
取 締 役 常 務 執 行 役 員 田渕　　　潤 国際事業統括本部長兼海外関係会社担当
取 締 役 常 務 執 行 役 員 原　　　芳幸 コーポレート本部長兼

経営企画部長兼経営戦略担当兼
コンプライアンス担当

取 締 役 常 務 執 行 役 員 山分　　弘史 事業革新本部長兼
事業革新本部イノベーションセンター長兼
技術担当兼新規事業開発担当兼
環境ソリューション事業推進部担当

取 締 役 松永　　和夫
取 締 役 薮中　三十二
取 締 役 藤村　　　潔
監 査 役 山本　　幸利 常勤監査役
監 査 役 近藤　　邦弘 常勤監査役
監 査 役 伊藤　　鉄男 弁護士
監 査 役 瀬山　　雅博
監 査 役 藤原　万喜夫

（注） 1.  取締役の松永和夫氏、薮中三十二氏および藤村潔氏は、社外取締役であります。
 2.  監査役の伊藤鉄男氏、瀬山雅博氏および藤原万喜夫氏は、社外監査役であります。
 3.  上記社外取締役３氏および社外監査役３氏は、東京証券取引所の定める独立役員に指定され、届出

がなされております。

主要な拠点

中国 ●

インド ●

● ベトナム
● 香港

● メキシコ

● シンガポール
● インドネシア

● タイ

● マレーシア

札幌支店
東北支店

本社／国内事業統括本部
事業革新本部／東京本店
エンジニアリング事業部
国際事業統括本部

大阪支店

関信越支店
横浜支店
名古屋支店
広島支店
九州支店

海外

株主メモ
事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年6月開催

基 準 日
定時株主総会の議決権・期末配当　3月31日
中間配当　　　　　　　　　　　　9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告する一定の日

株 主 名 簿 管 理 人
三菱UFJ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関

郵 便 物 送 付 先
［お問い合わせ先］

〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-232-711（通話料無料）

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法
電子公告により当社ホームページに掲載　https://www.tte-net.com 
ただし、やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載

配当金計算書について

株式に関するお問い合わせ

配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」
を兼ねております。確定申告の際は、その添付資料としてご使用いただくことができます。
ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様につきましては、源泉徴収税額の計算は証券会社等
にて行われます。確定申告の際の添付資料につきましては、お取引の証券会社等にご確認をお願い申しあげます。

• 届出住所等のご変更
• 配当金の受領方法・振込先のご変更
• 単元未満株式の買取のご請求

口座を開設されている証券会社まで
お問い合わせください。

• 特別口座に関するご照会
• 郵送物の発送と返戻に関するご照会
• 支払期間経過後の配当金に関するご照会
• その他株式事務に関する一般的なご照会

三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部まで

お問い合わせください。
 0120-232-711

（平日午前9時～午後5時）
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しています。

〒160-0022　東京都新宿区新宿六丁目27番30号
電話　03（6369）8212（代表）
https://www.tte-net.com

　CSR活動の一環として、2018年10月に海外では初と
なるマレーシアでの植林活動を行いました。
　この活動は、マレーシアサラワク大学構内で実施する

「熱帯雨林再生プログラム」の一環として５年間の植樹活
動を行うもので、当日は現地法人社員を含め総勢１３０名
が参加いたしました。
　森林保全の大切さについて理解を深め、この活動の輪
がさらに広げられるよう努めてまいります。

マレーシア森林保全活動

IRカレンダー

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

決算発表

株主総会

配当基準日
有価証券報告書
四半期報告書
株主向け報告書
コーポレートレポート

● 期末決算発表 ● 第1四半期決算発表 ● 第2四半期決算発表 ● 第3四半期決算発表

期末配当株主確定 ●

● 第3四半期報告書発行● 第2四半期報告書発行
● 株主向け報告書（中間期）発送

● 第1四半期報告書発行

● コーポレートレポート発行

● 招集通知発送

● 有価証券報告書発行
● 中間配当株主確定

● 定時株主総会開催

● 株主向け報告書（期末）発送

INFORMATION

当社は、ホームページを重要な情報発信ツールと認識
しており、決算情報のみならず皆様のご理解に資する
と判断した情報を、随時掲載しております。ぜひ、ご
活用ください。

ホームページのご紹介

最新のニュースリリースやホームページの更新情報など
をお届けいたします。当社IR情報サイトからご登録いた
だけますので、ぜひご利用ください。

IR情報メール配信のご案内

https://www.tte-net.com 高砂熱学
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